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（３）倉敷市での取り組み 

倉敷市では、地産地消の推進をキーワードとして、様々な角度から対策を講じているが、 

①担い手の育成確保、②耕作放棄地対策、③地域農業の市民等へのＰＲ、の３つを大きな柱として取り組んでいる。 

①担い手の育成確保 
 
   a）新規就農者への２年間の研修 
 
   b）定年帰農塾への支援 
 
 

②耕作放棄地対策 
 
   a）利用権設定（耕作放棄地抑制） 
 
   b）耕作放棄地対策（国補助） 
 
   c）市民農園の開設 
 
 

③地域農業の市民等へのPR 
 
   a）学校給食での地元産品採用 
 
   
   b）地産地消カード 
 
   c）農業祭などのイベント 

 
・若い担い手農家を確保・育成するため、就農希望者を公募し、２年間の農業技術
研修を行うとともに、毎月15万円を２年間助成 

・主に定年退職した方々に農業に参入していただくため、ＪＡが主体となって農業
技術研修を実施 

・耕作放棄の発生を抑制するため、農業公社、ＪＡ、農業委員会、市が連携して、
農地の利用権設定を促進 

・利用権設定の取組とあわせて、国庫補助を活用した耕作放棄地対策を実施。補
助対象とならない農地へは県・市が単独事業で支援 

・耕作放棄地の発生防止と、市民への農業体験の機会提供をあわせて行うため、
市民農園を開設 

・新鮮で安価な地元の食材を積極的に学校給食へ活用 
 （※品目別の県産品割合：57.2%） 
 
・市内の農業や漁業を市民にＰＲするため、主要農水産物の「うんちく」やレシピを
記載したカードを作成し、直売所等で配布する。 

・生産者との交流により地域の農業を一般市民に理解してもらうとともに、新鮮で
おいしく、安全･安価な農産物を市民に提供する。 
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①－a） 新規就農希望者への農業研修 

※研修制度による新規就農者の状況 

  （平成10年度から23年度まで） 

  マスカット   ７名 

  スイートピー  ７名 ほか１名 

農業実務研修 
○２年間の実務研修を行い、その間月額15万円を支給する。 
   （県 市 ＪＡ が各1/3ずつを負担） 

○研修を通じ、地元農家との交流や地域の仲間づくりを図る。 

○研修内容 
  １年目：受け入れ農家での実地研修 
  ２年目：研修ほ場で実施 

○経験や農家への縁故などがない就農希望者に、体験研修と実務研修を実施し、新たな担い手の育成を図る。 

○２年間の実務研修中、月額15万円を支給する。 
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（１ヶ月） 
（年2回  
 東京・大阪で開催） 
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○土曜塾 
  開始    ： 平成18年度 

  対象者   ： 農業後継者として本格的な営農を目的とする土地持ち農家 

  募集人数 ： 30名程度 

  研修内容 ： ピオーネを主体としたぶどう栽培の専門技術研修 

  受講料   ： 10,000円（年13回開催） 

    ※趣味の農業目的の人には、別に野菜教室（授業料3,500円）を開催 

①－b） 定年帰農塾 

○倉敷農業塾 
  開始    ： 平成20年度から 

  対象者   ： 退職を機に農業に意欲をもって取り組む人 

  募集人数 ： 40名程度 

  研修内容 ： 野菜、果樹、花きなどの基礎研修 

  受講料   ： 3,000円（年7回開催） 

団塊世代の大量退職を迎え、定年退職後の就農を希望する定年帰農者を対象とした農業技術講習によって、担い手の育
成・確保を図る。市内では、県の帰農者支援事業を活用して、２つのＪＡがそれぞれ塾を開講している。 

生産組合加入 7人 

直売所出荷 11人 

個人販売 13人 

家庭菜園程度 17人 

平成20・21年度修了生52名に対
する販売形態希望調査結果 

 （複数回答） 

販売農家 18人 

家庭菜園程度 45人 

農業はしてい
ない 

2人 

平成22年度修了生65名に対する
販売形態希望調査結果 

 （複数回答） 
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②－b） 耕作放棄地対策 

○耕作放棄地対策事業を補完するため、市独自の補助金制度を実施（平成22年度～25年度） 

国 県 市 

制度名 耕作放棄地緊急対策交付金 耕作放棄地活用モデル産地育成事業 倉敷市耕作放棄地再生利用補助金 

支援内容 

再生作業 

10ａあたり５万 

または再生作業に係る経費の1/2以内 

（土壌改良を含む） 

なし 
10ａあたり２万・３万・５万 

または再生作業に係る経費の1/2以内 

土壌改良 
10ａあたり2.5万 

（2年目は必要な場合のみ） 
なし 10ａあたり2.5万 （最大2年） 

営農定着 10ａあたり2.5万 （水田を除く） なし 10ａあたり2.5万 （水田を除く） 

施設整備 農業用施設等 農業用機械・施設等 なし 

条件 

所有者に代わる耕作者（認定農業者・農業生産法人等の農業者）が確保され（所有者本人の場合再生作業は支援対象外）、
再生利用の取組から最低５年以上の耕作が見込まれること。（農地法または農業経営基盤強化促進法上の使用貸借契約を
５年以上締結していること。） 

農業振興地域内の農用地区域であること。（白地は対象農地とならない。） 
市内の農業振興地域内の 

農用地区域以外の農地であること。 

耕作放棄地全体調査で、耕作放棄地に指定されていること。 

（未調査であれば新規に確認を行い、調査票を修正後に事業実施。） 

倉敷地域耕作放棄地対策協議会に事業計画書を提出し承認されていること。 
（事業計画の承認無しに着工してしまった事業については交付対象とならない。） 

再生利用するにあたって、積算の経費
が別紙のポイント表で実施前・実施後と
もに100ポイント以上であること。 

地域振興作物を栽培して耕作放棄地を
再生すること。 

再生利用するにあたって、4万円以上
の経費がかかること。 
（実際の再生作業にかかる経費が4万
円未満の場合は補助の対象としな
い。） 
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②－c 市民農園 

○設置目的 

農作物の栽培を通じて、市民に農業と食の重要性に対
する理解を深めてもらう。 

家族の憩いの場やコミュニティの場として、地域交流を
促進する。 

○現在の設置状況 

平成23年12月現在  25ヶ所770区画 
     内訳： 市街化区域内    19ヶ所 
          市街化調整区域内  ６ヶ所 
 
  利用料金 ： １区画20㎡ ／年額3,600円 
                30㎡ ／年額5,400円 
   
  利用期間 ： ３年（更新あり） 

募集平均倍率 ： 1.34倍 
利用区画    ： 768区画 
待機者数    ： 173人 

○事業開始 

平成２年９月から  ６農園209区画で供用開始 

○利用状況 
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（１）発展の方向性 

（３）都市の土地利用としての農地の評価 

４ 今後の課題 

●消費者との距離が近いメリットを最大限に活用 
 
        地産地消（生産者・消費者の双方に様々な方法でアプローチ） 

（２）担い手の確保と農地の保全 

●大規模専業から家庭菜園まで、多様な農業の担い手を確保 
 
        利用権の設定、新規就農者・定年帰農者などへの支援 
        （農業生産のためには多様な担い手が必須） 
        （どのような規模・形態の担い手であっても、結果として耕作放棄地の発生を抑制） 

●自立できる経営体の確保・育成 
 
        ブランド化されている高付加価値農業の推進 
        （マスカット・白桃など、専業農家として自立できる経営が地域農業をリード） 

●市街化区域・市街化調整区域を問わず、農地の多面的機能（景観・洪水調整・避難所など）につい
て大局的な評価を行い、都市計画制度と農振制度の中で運用していく必要 
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参考１ 岡山平野全図 
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参考２ 中庄市民農園（航空写真） 
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参考３ 中庄市民農園（平成23年8月） 

【南側から】 【北側から】 


